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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
　前記振動部の共振周波数が異なる複数の前記圧電素子層が前記セパレータ層を介して積
層されていること、
　を特徴とする圧電発電装置。
【請求項２】
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
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　前記振動部は表裏電極以外に中間電極を形成して屈曲振動モードで動作し、該屈曲振動
モードで動作する同じ共振周波数の二つの圧電素子層を重ね合わせて互いに共鳴させるこ
と、
　を特徴とする圧電発電装置。
【請求項３】
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
　前記圧電素子層、前記セパレータ層又は前記蓋層のいずれかに、前記電力取出し電極と
電気的に接続可能な容量電極が形成されていること、
　を特徴とする圧電発電装置。
【請求項４】
　前記振動部は長さ振動モードで動作することを特徴とする請求項１又は請求項３に記載
の圧電発電装置。
【請求項５】
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とが、熱膨張率のほぼ等しいセラミック
ス材料からなることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれかに記載の圧電発電装
置。
【請求項６】
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とが、同一組成のセラミックス材料から
なることを特徴とする請求項１ないし請求項４のいずれかに記載の圧電発電装置。
【請求項７】
　一つの圧電素子層に複数の振動部が形成されていることを特徴とする請求項１ないし請
求項６のいずれかに記載の圧電発電装置。
【請求項８】
　前記複数の振動部はそれぞれ共振周波数が異なっていることを特徴とする請求項７に記
載の圧電発電装置。
【請求項９】
　請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の圧電発電装置の製造方法であって、
　所定のセラミックス材料にて前記圧電素子層、前記セパレータ層及び前記蓋層となるセ
ラミックシートを形成する工程と、
　前記圧電素子層となるセラミックシートに振動部を形成する工程と、
　前記セパレータ層となるセラミックシートに空洞を形成する工程と、
　前記セラミックシートを所定の順序で積層、圧着して積層体を得る工程と、
　前記積層体を焼成する工程と、
　前記圧電素子層の振動部を分極処理する工程と、
　を備えたことを特徴とする圧電発電装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とを、熱膨張率のほぼ等しいセラミック
ス材料から形成することを特徴とする請求項９に記載の圧電発電装置の製造方法。
【請求項１１】
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とを、同一組成のセラミックス材料から
形成することを特徴とする請求項９に記載の圧電発電装置の製造方法。
【請求項１２】
　前記圧電素子層は、セラミックシートに貫通溝部を形成することにより所定の共振周波
数を有する前記振動部が形成され、前記貫通溝部にカーボンペーストを充填した状態で焼
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成されること、を特徴とする請求項９ないし請求項１１のいずれかに記載の圧電発電装置
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電発電装置及びその製造方法、特に、圧電素子を利用して運動エネルギー
を電気エネルギーに変化させて電力を取り出すための圧電発電装置及びその製造方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、圧電素子を利用して外部から入力される運動エネルギーを電気エネルギーに
変換して電力を取り出し、蓄電装置に電力を供給する圧電発電装置としては、その基本的
構成や動作原理が特許文献１に記載されている。この文献１に記載の圧電発電装置は、圧
電素子を枠体に片持ち構造としているため、構造が複雑で製造に手間を要するという問題
点を有していた。
【０００３】
　特許文献２に記載の圧電発電装置は、各振動に対応する複数素子の積層体からなる圧電
素子を備え、混在する振動を効率よく電気に変換するものであり、例えば、振動の周波数
が圧電素子の共振周波数となるように、圧電素子の厚み及び外径が調整されている。しか
し、文献２に記載の圧電発電装置は、複数の圧電素子に同時に力を作用させる必要がある
ため、１素子当たりに加わる応力が低下して発電効率が低くなるという問題点を有してい
た。
【０００４】
　特許文献３には、振動板に舌片状の振動部を形成し、該振動板を上下のケースの間に挟
持した発振子が記載されている。但し、文献３は、この発振子を発電装置としてどのよう
に使用するのか言及することがなく、また、各部材の材質、製造工程などを開示すること
もない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第３１７０９６５号公報
【特許文献２】特許第３２１１６２３号公報
【特許文献３】特開平７－６６６７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、発電効率に優れ、かつ、製造の容易な圧電発電装置及びその
製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　以上の目的を達成するため、本発明の第１の形態である圧電発電装置は、
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
　前記振動部の共振周波数が異なる複数の前記圧電素子層が前記セパレータ層を介して積
層されていること、
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　を特徴とする。
　本発明の第２の形態である圧電発電装置は、
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
　前記振動部は表裏電極以外に中間電極を形成して屈曲振動モードで動作し、該屈曲振動
モードで動作する同じ共振周波数の二つの圧電素子層を重ね合わせて互いに共鳴させるこ
と、
　を特徴とする。
　本発明の第３の形態である圧電発電装置は、
　少なくとも一つの共振周波数を有する圧電発電装置において、
　表裏面に電力取出し電極を形成した振動部を有する圧電素子層と、
　前記圧電素子層に積層され、前記振動部が振動できる空洞を有するセパレータ層と、
　前記セパレータ層に積層された蓋層と、
　からなる本体部を備え、
　前記本体部の表面に前記電力取出し電極と電気的に接続可能な外部電極を有し、
　前記圧電素子層と前記セパレータ層と前記蓋層とがセラミックスからなり、
　前記圧電素子層、前記セパレータ層又は前記蓋層のいずれかに、前記電力取出し電極と
電気的に接続可能な容量電極が形成されていること、
　を特徴とする。
【０００８】
　前記圧電発電装置は、圧電素子層とセパレータ層と蓋層との積層構造という簡単な構成
からなり、小型化が容易であり、かつ、各層がセラミックスからなるため、積層工法を用
いて一体的に焼成することで容易に製造することができる。しかも、一つの圧電素子層に
複数の振動部を形成すること、あるいは、複数の圧電素子層を積層することで、複数の共
振周波数で動作することになり、電気エネルギーへの変換効率に優れている。
【０００９】
　本発明の第４の形態である圧電発電装置の製造方法は、
　前記第１の形態、第２の形態又は第３の形態である圧電発電装置の製造方法であって、
　所定のセラミックス材料にて前記圧電素子層、前記セパレータ層及び前記蓋層となるセ
ラミックシートを形成する工程と、
　前記圧電素子層となるセラミックシートに振動部を形成する工程と、
　前記セパレータ層となるセラミックシートに空洞を形成する工程と、
　前記セラミックシートを所定の順序で積層、圧着して積層体を得る工程と、
　前記積層体を焼成する工程と、
　前記圧電素子層の振動部を分極処理する工程と、
　を備えたことを特徴とする。
【００１０】
　前記製造方法においては、セラミックシートを用いた積層工法により小型で簡単な構成
からなる圧電発電装置を容易に製造できる。特に、各層を熱膨張率のほぼ等しいセラミッ
クス材料（同一組成であることが好ましい）とすれば、熱膨張差による応力が低減され、
耐久性が向上する。しかも、焼成工程での収縮差も低減するので寸法精度が向上し、応力
集中も低減するので、繰返し加重に対する耐久性も向上する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、発電効率に優れ、かつ、製造の容易な圧電発電装置及び製造方法を得
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ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】第１実施例である圧電発電装置の外観を示す斜視図である。
【図２】前記圧電発電装置の分解斜視図である。
【図３】前記圧電発電装置を構成する圧電素子層を示す斜視図である。
【図４】第２実施例である圧電発電装置の分解斜視図である。
【図５】前記圧電素子層の他の例を示す斜視図である。
【図６】前記圧電素子層のさらに他の例を示す平面図である。
【図７】前記圧電素子層のさらに他の例を示す斜視図である。
【図８】前記圧電発電装置の回路図である。
【図９】前記圧電発電装置にコンデンサを組み込んだ状態の回路図である。
【図１０】前記コンデンサを組み込んだ圧電発電装置を示す分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明に係る圧電発電装置及びその製造方法の実施形態について、添付図面を参
照して説明する。なお、各図において、同じ部材、部分については共通する符号を付し、
重複する説明は省略する。
【００１４】
　（第１実施例、図１～図３参照）
　第１実施例である圧電発電装置は、図１に示す積層構造の本体部１０からなり、その分
解構造を示す図２を参照すると、圧電発電装置は、表裏面に電力取出し電極２２，２３を
形成した振動部２１を有する圧電素子層１１と、該圧電素子層１１の上下部に積層され、
振動部２１が振動できる空洞３１を有するセパレータ層１２，１３と、該セパレータ層１
２，１３の上下部に積層された蓋層１４，１５とで構成されている。
【００１５】
　圧電素子層１１は、図３に示すように、振動部２１がほぼ中央部に位置するように表裏
に貫通する平面視でほぼＵ字形状をなす貫通溝部２５を形成し、表面の電力取出し電極２
２は左方の側面に導出され、外部電極３５と電気的に接続されている。裏面の電力取出し
電極２３は右方の側面に導出され、外部電極３６と電気的に接続されている。それぞれの
セパレータ層１２，１３及び蓋層１４，１５の側面にも外部電極３５，３６が形成され、
これらの外部電極３５，３６は本体部１０が積層体として形成された後に一体的に形成さ
れたものである。また、圧電素子層１１、セパレータ層１２，１３及び蓋層１４，１５は
セラミックスから形成されている。セラミック材料は比較的融点が高く、小型化によって
熱容量が小さくなる傾向のある装置において、例えば、リフロー半田などの実装工程にお
いても、樹脂材料に比べて熱溶融や熱変形などの発生を抑制することができる。
【００１６】
　以上の構成からなる圧電発電装置においては、振動部２１が分極処理されており、本体
部１０に外力が作用すると、外力の変化あるいは加速度の変化に起因して、振動部２１が
長さ振動モード又は屈曲振動モードで共振周波数によって振動することにより、外部電極
３５，３６から電力が取り出される。長さ振動モードは比較的共振周波数が高く、屈曲振
動モードは比較的共振周波数が低い。圧電発電装置が小型化すると、振動部２１の共振周
波数が高くなる傾向にある。屈曲振動モードを利用すれば、同じ共振周波数でより小型化
することが可能である。
【００１７】
　なお、屈曲振動により発電する場合には表裏電極のほかに図示されない中間電極が必要
である。中間電極は分極用の電極として機能する場合にはいわゆるシリーズバイモルフを
構成し、また等方向分極で短絡させた表裏電極と中間電極の間で電荷を発生させるパラレ
ルバイモルフを構成する。本発明の積層構造延長技術でいずれも実現可能である。
【００１８】
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　前記圧電発電装置は、圧電素子層１１とセパレータ層１２，１３と蓋層１４，１５との
積層構造という簡単な構成からなり、小型化が容易であり、かつ、各層がセラミックスか
らなるため、積層工法を用いて一体的に焼成することで容易に製造することができる。
【００１９】
　ところで、本圧電発電装置においては、圧電素子層１１、セパレータ層１２，１３及び
蓋層１４，１５をセラミックスから形成している。これにて、セラミックシートを用いた
積層工法により小型で簡単な構成からなる圧電発電装置を容易に製造できる。特に、各層
を熱膨張率のほぼ等しいセラミックス材料（同一組成であることが好ましい）とすれば、
熱膨張差による応力が低減され、耐久性が向上する。しかも、焼成工程での収縮差も低減
するので寸法精度が向上し、応力集中も低減するので、繰返し加重に対する耐久性も向上
する。特に、以下に説明するように、貫通溝部２５や空洞３１にカーボンペーストを充填
して焼成すれば、焼成工程でのセラミックス材料の変形を抑制することができ、寸法精度
の極めて好ましい焼結体を得ることができる。
【００２０】
　ここで、発明者らが用いた材料及び製造工程を具体的に説明する。まず、酸化鉛、酸化
チタン、酸化ジルコニウムをＰｂ：Ｔｉ：Ｚｒのモル比率が１：０．５３：０．４７とな
るように調合し、水及び部分安定化ジルコニアの粉砕メディアとともにボールミルに入れ
て、約１０時間攪拌混合した。
【００２１】
　その後、脱水工程を経て、得られた混合材料を大気中で８００～１０００℃の温度で約
２時間仮焼を行った。
【００２２】
　得られた仮焼原料１００ｇに対し、酢酸ビニル系のバインダを固形分換算で１０ｇ混合
し、水３０ｇを加え、可塑剤を適量添加することでシート成形用のスラリーを作製した。
【００２３】
　前記スラリーを用いて、ドクターブレード法により厚み約５０μｍ程度のシートを作製
した。得られたシートを２０ｍｍ×３０ｍｍの大きさにカットし、それぞれの層となるシ
ートを作製した。圧電素子層となるシートには電力取出し電極をスクリーン印刷した。ス
クリーンは＃４００のメッシュのものを使用した。電極材料は白金であり、白金が５０～
７０重量％含まれている白金／ワニス混合ペーストを用いた。次に、このシートをパンチ
ングして貫通溝部（振動部）を形成した。また、セパレータ層となるシートをパンチング
して空洞を形成した。
【００２４】
　以上の各シートの貫通溝部及び空洞にはカーボンペーストを充填し、各シートを図１に
示す状態に積層し、面圧１００～２００ＭＰａで圧着した。この圧着体を１２５０℃で約
２時間焼成し、焼結体を得た。得られた焼結体に８０℃のオーブン中で２．５ｋＶ／ｍｍ
の電圧を印加し、分極処理を行った。分極処理を行った焼結体にメタルマスクとスパッタ
装置を用いて、銀によって外部電極を形成した。なお、充填したカーボンペーストは焼成
時に飛散してしまう。
【００２５】
　（第２実施例、図４参照）
　第２実施例である圧電発電装置は、図４に示すように、屈曲振動モード（表裏電極２２
，２３に加えて中間電極（図示せず）を有している）で動作する同じ共振周波数の二つの
圧電素子層１１を重ね合わせたものである。それぞれの圧電素子層１１は、例えば、表裏
に貫通する方向で分極が互いに逆方向であり、圧電素子層１１の短辺の一方側である固定
部１１ａを起点として屈曲振動し、互いに共鳴する。即ち、二つの圧電素子層１１は音叉
の原理によって共鳴する座屈音叉であってもよい。
【００２６】
　より詳細には、表裏に貫通する平面視で形状が互いに一致し、かつ、互いに同一の厚み
を有する二つの振動部２１が圧電素子層１１に形成されることが好ましい。互いに異なり
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、重ね合わせる方向に近接する圧電素子層１１のそれぞれに振動部２１が形成されること
が好ましい。実施形態として、セパレータ層１２，１３を介して結合され、かつ、それぞ
れに表裏に貫通する平面視で同一形状の振動部２１が二つの圧電素子層１１に貫通溝部２
５によって形成されるとき、圧電素子層１１の重ね合わせ方向の断面において、二つの振
動部２１及びその結合部がＵ字状に形成されるため、座屈音叉による振動が容易になる。
また、座屈音叉を用いた振動では振動の残響時間を比較的長くでき、座屈音叉による振動
による振動でないときに比べ、残響による取出し電力が増大するため好ましい。なお、圧
電素子層１１とセパレータ層１２，１３とが同一組成のセラミックス材料から形成される
とき、振動の伝播速度差などによる異種材料間の接合面における振動の反射が抑制される
ため、座屈音叉による振動がより容易になる点において好ましい。
【００２７】
　特に、前記のように貫通溝部２５によって振動部２１を形成する形態では、複数枚の圧
電素子層１１に対するパンチング、カーボンペーストの充填及び外部電極３５，３６の形
成などを同一工程で処理することで、振動部２１の寸法誤差を一定のばらつきにできるた
め、特性のばらつきを一定範囲内に収めることが比較的容易である点で好ましい。このよ
うに、圧電素子層１１に形成される二つの振動部２１が音叉の原理によって共鳴すること
により、取り出される電力が大きくなる。また、残響が電力に変換されることにより、取
出される電力が大きくなる。なお、二つの圧電素子層１１の分極が表裏に貫通する方向で
同じ方向であれば、圧電素子層１１ごとに外部電極３５，３６を電気的に独立させればよ
い。
【００２８】
　（圧電素子層の他の例、図５～図７参照）
　前記圧電素子層１１には様々な形状の振動部２１を形成することができ、振動部２１の
形状によって異なる共振周波数とすることができる。図３に示した振動部２１の共振周波
数は約９．０×１０3Ｈｚである。
【００２９】
　振動部２１は図５（Ａ）に示すようなミアンダ状であってもよく、その共振周波数は約
５．８×１０3Ｈｚである。図５（Ｂ）も振動部２１をミアンダ状としたものを示し、こ
の共振周波数は約１．２×１０4Ｈｚである。図５（Ｃ）は貫通溝部２５を２重に形成し
たものを示し、この共振周波数は約３．８×１０3Ｈｚである。ミアンダ状にすることに
よって振動部の長さが確保でき共振周波数を低くすることができるため、同じ周波数でよ
り小型化することが可能である。
【００３０】
　それ以外に、１枚の圧電素子層１１に複数の同じ形状あるいは異なる形状の振動部２１
を形成してもよい。それらの振動部２１の形状を図６（Ａ）,（Ｂ），（Ｃ）に示す。異
なる共振周波数で動作する複数の振動部２１を設けることにより、様々な外力の変化に基
づいて効率よく電気エネルギーに変換することができる。
【００３１】
　あるいは、図７に示すように、圧電素子層１１の両側に長辺方向に延在する２本の貫通
溝部２５を形成し、中央部を振動部２１としたものであってもよい。表裏面に形成した電
力取出し電極２２，２３は側面に形成した外部電極３５，３６と電気的に接続されている
。図７に示す圧電素子層１１は共振周波数が１ｋＨz程度と低い。それゆえ、１０ｋＨｚ
程度の共振周波数を有する図３に示した圧電素子層１１と重ね合わせて圧電発電装置を構
成すれば、比較的低い周波数でも電力を取り出すことができる。
【００３２】
　このように、複数の共振周波数で動作させるためには、共振周波数が異なる振動部２１
を有する複数の圧電素子層１１をそれぞれセパレータ層１２，１３を介して積層すればよ
い。例えば、図３に示した圧電素子層１１と図５及び図６に示した圧電素子層１１を任意
に組み合わせて積層してもよい。複数の振動部２１を組み合わせる場合、各振動部２１は
電気的に並列に接続しても、あるいは、直列に接続してもよい。
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　（整流回路、図８参照）
　圧電発電装置は図８に示す整流回路に接続されている。この整流回路は、周知のもので
、４個のダイオードＤ１～Ｄ４で単相電流を全波整流し、コンデンサＣと抵抗Ｒとで平坦
化する。圧電素子ＰＺＴの電力取出し電極はブリッジ整流素子に接続されており、出力部
には蓄電装置５０が接続されている。
【００３４】
　（コンデンサの付加、図９及び図１０参照）
　前記圧電素子ＰＺＴには、図９に示すように、コンデンサＣ１を付加してもよい。これ
にて、発生信号の平滑化やインピーダンスを調整することができる。具体的には、図１０
に示すように、圧電素子層１１と蓋層１５に容量電極４１，４２を形成すれば、部品点数
を増加させることなくコンデンサＣ１を付加することができる。勿論、容量電極４１，４
２は他の層に形成することも可能である。この場合、例えば、本発明に係る圧電発電装置
が回路基板に実装されるとき、実装面積を低減すること又は部品点数を削減することがで
きるため、さらに小型化又は製造の簡略化をすることができる。
【００３５】
　なお、容量電極４１，４２と電力取出し電極２２とは、外部電極３５及び圧電発電装置
が実装される回路基板に形成された電気配線（図示しない）を介して電気的に接続されて
いてもよく、圧電発電装置に配置される電気配線（図示しない）を介して電気的に接続さ
れていてもよい。
【００３６】
　（他の実施形態）
　なお、本発明に係る圧電発電装置及びその製造方法は前記実施形態に限定するものでは
なく、その要旨の範囲内で種々に変更できることは勿論である。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　以上のように、本発明は、圧電発電装置及びその製造方法に有用であり、特に、発電効
率を改善できる圧電発電装置の製造が容易である点で優れている。
【符号の説明】
【００３８】
　１０…本体部
　１１…圧電素子層
　１１ａ…固定部
　１２，１３…セパレータ層
　１４，１５…蓋層
　２１…振動部
　２２，２３…電力取出し電極
　２５…貫通溝部
　３１…空洞
　３５，３６…外部電極
　４１，４２…容量電極



(9) JP 5267664 B2 2013.8.21

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５】



(10) JP 5267664 B2 2013.8.21

【図６】 【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】



(11) JP 5267664 B2 2013.8.21

10

フロントページの続き

(72)発明者  澤田　拓也
            京都府長岡京市東神足１丁目１０番１号　株式会社村田製作所内

    審査官  安食　泰秀

(56)参考文献  特開平０７－０６６６７４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１７９９７５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特許第３２１１６２３（ＪＰ，Ｂ２）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０２Ｎ　　　２／１８　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

